（パート労働法関係）

○パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して助言や情報の提供等を行って参りたい。（注：総務省として、パートタイム労働法という名称を使用して、その趣旨を踏まえた対応が各自治体において必要であることを認めた回答は初めてです）

（手当支給関係）

○地方公営企業法の適用を受ける企業職員及び技能労務職員に対しては、地方自治法第204条は適用されないものである。（注：現業職の臨時・非常勤等職員の給料、手当については、地方自治法第204条でなく、地方公営企業法第38条「企業職員の給与は、給料及び手当とする」を根拠に支給され、常勤の職員であるかどうかは問われていないことから、諸手当の支給は適法であることを意味しています）

○常勤的な勤務実態にある臨時・非常勤職員については、手当支給が認められた判例が出されたこと等も踏まえ、要請の趣旨については重く受け止めることとしたい。

（任用回数）

○臨時・非常勤職員の任期の終了後、再度、同一の職務内容の職に任用されること自体は排除されるものではない。

○総務省として、任用回数の上限を示すことはしていない。

○専門性のある仕事については、任用制限を設けていない自治体もあり、各自治体が業務内容などに応じて判断すべき。

今回の総務省交渉のやりとりは、以下の通りです。

はじめに、高橋議長が総務省の前理事官に要請書を提出した後、次の３つの項目に関して総務省に回答を求めた。

＜項目２＞均衡待遇を求めるパート労働法の趣旨が自治体の臨時・非常勤等職員にも適用されるよう、法改正を早期に行うこと。

＜項目４＞東村山市事件、枚方市事件、茨木市事件などの裁判例を踏まえ、任用根拠にかかわりなく勤務実態などから見て「常勤の職員」と認められる臨時・非常勤等職員については、手当支給ができることを各自治体に周知すること。また、公営企業・現業職員の臨時・非常勤等職員、および地方公務員法22条採用の常勤的な臨時職員に諸手当を支給することは、適法であることを各自治体に周知すること。

＜項目７＞2011年２月10日、消費者庁長官は、非常勤職員の消費生活相談員の専門性の向上のために非常勤職員の任用回数に制限を設けないこと、また任用回数に制限を設けないことに法令上の問題はないことを明示し、各自治体に通知をしている。総務省としても、恒常的な業務に就く臨時・非常勤等職員の経験・技能や専門性の向上のためには任用回数に制限を設けないこと、また、任用回数に制限を設けないことに法令上の問題はないことを明示し、各自治体に周知すること。

これらについて、前理事官は、次のとおり回答した。

＜項目２＞

　パート労働法は、民間事業主がその雇用する労働者について雇用管理の改善を行うことを目的とするものであるが、公務員については、住民や国民の意思である法令、条例に基づいて勤務条件が定められており、適用が除外されている。

しかしながら、地方公共団体における臨時・非常勤職員の任用にあたっては、民間労働法制の動向も十分に念頭に置くことが必要と考えられる。

臨時・非常勤職員の任用や処遇に関して守られるべきことについて、パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して必要な助言や情報の提供等を行って参りたい。

＜項目４＞

　地方自治法上、常勤職員には給料と手当を、非常勤職員には報酬と費用弁償をそれぞれ支給するとされており、非常勤職員に対する手当の支給は認められていない。

　ご指摘の非常勤職員にかかる判例は、個別の事例について、任用の適否について言及せず、結果として、地方自治法上の「常勤の職員」としての実態があると認められた者に、手当の支給をすることが可能としたものと認識している。

　なお、地方公営企業法の適用を受ける企業職員及び技能労務職員に対しては、地方自治法第204条は適用されないものである。

＜項目７＞

　地方公共団体の業務は多種多様であり、臨時・非常勤職員の任用については、各地方公共団体において、その職務の内容と責任に応じて、適切に定めていただくべきものである。

地方公共団体の臨時・非常勤職員の任用及び処遇については、平成21年4月24日付けで通知を発出したところである。

本通知において、臨時・非常勤職員の任期の終了後、再度、同一の職務内容の職に任用されること自体は排除されるものではないもの、雇い止めのトラブルを未然に防止するため、任用時の勤務条件の明示を徹底すること、とされている。

各地方公共団体においては、通知の内容を踏まえ、任期や勤務条件の明示等取扱いに留意しつつ、各地方公共団体の実情に応じて、任用のルールや処遇を適切に決定していただくことが重要と考えており、今後とも地方公共団体に対し、必要な助言や情報提供を行って参りたい。

これらに対して、全国幹事からは次のことを質した。

＜項目２＞

○私は、学校給食調理員として長年働いている。児童のアレルギー、食育、学校職員としての役割など正規職員と変わらない仕事をしている。任用は22条の臨時職員で雇用も不安定である。パート労働法の全面適用をしていだきたい。

○私は、図書館の専門職として、日々スキルアップをしながら勤務している。正規職員と同様の仕事をしている場合、同様の待遇をすべきである。臨時・非常勤等職員の待遇について各自治体毎に任せていたのでは改善は進まない。パート労働法の法改正をし、各自治体に適用させるべきである。

○パート労働法の趣旨にそって対応されるよう、今後も各地方公共団体に必要な助言、情報提供を行うとは具体的にどういうものを指すのか。

＜項目４＞

○私の市（札幌市）では、総務省通知を受けて、臨時・非常勤職員の一時金支給が廃止された。北海道なので冬になれば暖房費の負担が非常に大きく生活に大きな影響がある。公営企業・現業の臨時・非常勤職員も恒常的業務に常勤的に勤務している。総務省として、是非、臨時・非常勤職員に手当支給ができるよう助言等をしていただきたい。

○臨時・非常勤職員でも、勤務実態が「常勤の職員」であれば手当支給はできるということを通知で示していただきたい。

○臨時・非常勤職員でも勤務実態が常勤的であれば、手当の支給は出来るという考え方で良いか。

＜項目７＞

○私は、男女共同参画推進センターで相談業務を行っている。ドメスティック・バイオレンス、家族問題、職場や地域の問題などさまざまな問題への相談対応、講演・講座の企画などを行っている。これは熟練を要する仕事であり、３年、５年ではなく、10年、20年の経験を要する仕事である。しかし、市は雇い止めの際のトラブル防止のために更新４回、５年までのルールを入れてしまっている。任用回数について、その業務の性格にかかわりなく一律に上限を設けることは非常に問題である。総務省の見解を伺いたい。

これらに対して、総務省側からは次の見解を受けた。

＜項目２＞

（公務員課　宮崎課長補佐）

臨時・非常勤職員も公務員の身分を有するものであり、公務員としての地位の特殊性を考えれば、民間と同じとすることは法制度上難しい。

臨時・非常勤職員がどういう仕事をし、どういう研修を行うのかは各地方公共団体が判断すべきものである。総務省としては、通知において仕事の内容に合った処遇が必要であることを示しており、各種会議等の場で必要な助言を行っているところである。

具体的には、例えば今年の４月の会議では、平成21年４月に発出した臨時・非常勤の処遇に関する通知の徹底について説明している。また、地方公共団体の人事担当者向けに発行している地方公務員月報で民間労働法制の動向等の紹介や解説も行っている。

＜項目４＞

（給与能率推進室　甘利係長）

地方自治法上、非常勤職員に対する手当の支給は認められていない。非常勤職員は本来、職務の内容も事務補助的な業務を中心としたものが多く、正規職員とは大きく異なることによるものである。

しかしながら、常勤的な勤務実態にある臨時・非常勤職員については、手当支給が認められた判例が出されたこと等も踏まえ、要請の趣旨については重く受け止めることとしたい。

なお、地方独自の制度である任期付短時間勤務職員制度によれば、給料と手当の支給が可能であり、常勤職員と同様の本格的な業務に従事する場合には、各地方公共団体において、この制度の活用が可能である。

＜項目７＞

（公務員課　宮崎課長補佐）

総務省として、任用回数の上限を示すことはしていない。

行政サービスの多様化に対応し、臨時・非常勤職員の業務も多種多様なものがあり、専門性が求められるものも出てきた。一方で、１日とか１週間の任用という業務もあり、一律に扱うことはできない。なるべく多くの方に仕事の機会を提供したいという意味で、３年とか５年というルールを設けている自治体もあるし、専門性のある仕事については、任用制限を設けていない自治体もあり、各自治体が業務内容などに応じて判断すべきもの。

　これらの他、福島県出身の全国幹事から東日本大震災及び福島第一原発事故に関わり、自治体の臨時・非常勤職員の雇用、労働条件の実情を訴えた。

　また、太田事務局長からは、パート労働法の趣旨である通常の労働者との均等・均衡待遇の確保等について、現行制度においても、各自治体で適切に対処されるよう総務省からの指導、助言を重ねて要請した。

最後に、高橋議長から、手当支給を可能とする地方自治法改正とパート労働法関係の法改正の早期実現、任期の定めのない短時間勤務職員制度の創設についての具体的検討を強く訴え、交渉を終了した。

【総務省要請書】　

2011年10月24日
総務大臣
　川端 達夫　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 全日本自治団体労働組合
中央執行委員長　　徳永　秀昭
自治労臨時・非常勤等職員全国協議会
議　　　　　長　　高橋　英津子
臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定に関する要請書
貴職の地方自治の発展にむけたご努力に、心より敬意を表します。
　さて、今日、自治体に働く臨時・非常勤等職員は自治労推計で60万人を超え、自治体の最前線にあって地域における公共サービスを担っています。その多くは基幹的・恒常的な業務に就いており、臨時・非常勤等職員の労働をなくして公共サービスが提供できないのが現状であります。
　しかし、賃金・労働条件は、常勤職員との間に大きな格差が存在し、雇い止めの不安が常につきまとっています。臨時・非常勤等職員の現状は、法が想定していた状況とはあまりにも乖離があり、実態を踏まえた賃金、雇用に関する法的整備が焦眉の課題です。このため自治労は、2010年５月１７日には「臨時・非常勤等職員の処遇改善に向けた法改正について（案）」の提言書を原口総務大臣（当時）に、2011年８月８日には約１６０万筆もの「臨時・非常勤職員の処遇改善、雇用安定に向けた法改正を求める署名」を公務員連絡会・地公部会とともに片山総務大臣（当時）に提出し、その早期実現を強く要請しているところです。
一方、臨時・非常勤等職員への手当支給をめぐっては任用根拠にかかわりなく勤務実態等に照らして常勤的な非常勤職員には支給できるとの裁判例や判例が続いています。
また、国の非常勤職員については、雇用更新の際の条件整備などが進められています。
さらには、2011年２月10日、消費者庁長官は、任用回数に制限を設けないことに法令上の問題はないことを明示し、各自治体に技術的助言をしています。
以上のことを踏まえ、次のことを要求しますので、貴職の誠意ある回答をお願いいたします。
記　　　
１．非常勤職員に諸手当を支給できることを制度上において明確にするため、地方自治法203条の2及び204条の改正を早期に行うこと。
２．均衡待遇を求めるパート労働法の趣旨が自治体の臨時・非常勤等職員にも適用されるよう、法改正を早期に行うこと。
３．地方公務員制度調査研究会報告（2009年4月）も踏まえ、任期の定めのない一般的な短時間勤務職員制度の創設にむけて早期に検討に入いること。そして、一般的な短時間勤務職員制度を活用し、自治体で恒常的業務に就く臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定をはかること。
４．東村山市事件、枚方市事件、茨木市事件などの裁判例を踏まえ、任用根拠にかかわりなく勤務実態などから見て「常勤の職員」と認められる臨時・非常勤等職員については、手当支給ができることを各自治体に周知すること。
また、公営企業・現業職員の臨時・非常勤等職員、および地方公務員法22条採用の常勤的な臨時職員に諸手当を支給することは、適法であることを各自治体に周知すること。
５．育児・介護休業制度について、民間の有期雇用労働者や国の非常勤職員と同様に自治体においても実質的に１年以上の雇用見込みのある臨時職員について条例・要綱で制度導入ができることを、各自治体に周知すること。
６．人事院規則（第46条の２の３、４）に国の期間業務職員及びその他の非常勤職員に関して、「業務の遂行に必要かつ十分な任期を定めるもの」とする「任期についての配慮義務」が措置されたことを踏まえ、①任期と任期の間の空白期間の設定、日々雇用の任用制度、継続する業務に対しての2ヵ月・3ヵ月などの短期雇用や職場のたらい回しなどはいずれも適当ではないこと、②そのため、国の非常勤職員と同様にこれらの「任期についての配慮義務」を措置する必要があることを、各自治体に周知すること。
７．2011年２月10日、消費者庁長官は、非常勤職員の消費生活相談員の専門性の向上のために非常勤職員の任用回数に制限を設けないこと、また任用回数に制限を設けないことに法令上の問題はないことを明示し、各自治体に通知をしている。総務省としても、恒常的な業務に就く臨時・非常勤等職員の経験・技能や専門性の向上のためには任用回数に制限を設けないこと、また、任用回数に制限を設けないことに法令上の問題はないことを明示し、各自治体に周知すること。
以　上
